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「えるぼし企業（３つ星）」「くるみん企業」を認定しました！ 
 
 

広島労働局（局長 小沼 宏治）は、この度、女性活躍推進法に基づく 

「えるぼし企業」（女性活躍推進企業）として 株式会社やまみ を ３つ星 に認定しました。 

 

また、次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん企業」（子育てサポート企業）として 

株式会社豊国エンジニアリング を、認定しました。 

 

 

今回の認定により、県内のえるぼし企業は３１社、くるみん企業は９６社となりました。 

 

県内の「えるぼし企業」（女性活躍推進企業）、「くるみん企業」（子育てサポート企業）が 

県民に広く知られるよう、取材・報道をよろしくお願いします。 

 

  

～えるぼし認定企業～ 
令和７年８月２７日認定 ３つ星（3 段階目） 
・株式会社やまみ（三原市 食料品製造業） 

代表取締役 山名 徹 
 
 
 
 

令和７年９月３日認定 
・株式会社豊国エンジニアリング（東広島市 金属製品製造業） 

代表取締役 松岡 哲也 
 

 
 

（照会先） 

広島労働局雇用環境・均等室 

室  長       林 未央 

室長補佐（指導担当） 重弘 拓也 

担当者：三澤、塚越 

電話：０８２－２２１－９２４７ 
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  別添１－１ 

えるぼし認定企業のご紹介 

株式会社やまみ 

・３段階目（３つ星） 

・令和７年８月認定 

・広島県三原市 

・食料品製造業 

・労 働 者 数：588 人（男性 412 人、女性 176 人） 

 

●一般事業主行動計画の概要等 

 

 

 

●えるぼし認定基準に関する実績 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目１：採用 

直近の３事業年度の採用における競争倍率 
 雇用管理区分 女性の競争倍率 (A) 男性の競争倍率 (B) (A)×0.8 

 正社員事務職 0.75倍 0.83倍 0.6 

 パート事務職 1倍 1倍 0.8 

 正社員技術職 1.5倍 1.49倍 1.2 

 正社員製造職 1.3倍 1.25倍 1.04 

 パート製造職 1.11倍 1.33倍 0.89 

評価項目２：継続就業 

10事業年度前及びその前後の事業年度に採用した労働者の継続雇用割合 
 雇用管理区分 女性の継続雇用割合 (A) 男性の継続雇用割合 (B) (A)／(B) 

 正社員事務職 33% 33% 1 

 正社員技術職 100% 33% 3.03 

 正社員製造職 67% 64% 1.05 

評価項目３：労働時間等の働き方 

 時間外労働と休日労働の合計が、全ての雇用管理区分で各月全て 45時間未満である。 
 

計画期間：令和４年４月１日～令和７年３月 31日 
目標１：「採用者に占める女性の割合を 40%以上とする」 
目標２：「女性がより働きやすい職場とするため、従業員全体の月平均残業時間を 20時間

以内とする」 
目標３：「製造部門で働く女性社員割合を計画終了時に 30%とする」 



  別添１－１ 

 

 

 

 

 

 

 

評価項目４：管理職比率 

直近の 3事業年度における課長級より一つ下の職階から課長級に昇進した割合  
直近の 3事業年度 女性の昇進割合（A） 男性の昇進割合（B） (A)／(B) 

令和 3年度～5年度 22％ 8％ 2.75 

評価項目５：多様なキャリアコース 

直近の 3事業年度 実施した措置 人数 

 
令和 3年度～5年度 

ア 通常の労働者への転換、派遣労働者の雇入れ 3人 

イ キャリアアップに資するような雇用管理区分間の転換 1人 

エ おおむね 30歳以上の女性の通常の労働者としての中途採用 5人 

 



えるぼし認定、プラチナえるぼし認定
○えるぼし認定：一般事業主行動計画の策定・届出を行った企業のうち、女性の活躍推進に関する取組の実施状況が優
良である等の一定の要件を満たした場合に認定。

○プラチナえるぼし認定：えるぼし認定企業のうち、一般事業主行動計画の目標達成や女性の活躍推進に関する取組の
実施状況が特に優良である等の一定の要件を満たした場合に認定。＜令和２年６月～＞

認定を受けた企業は、厚生労働大臣が定める認定マーク「えるぼし」又は「プラチナえるぼし」を商品などに付すことが
できる。また、プラチナえるぼし認定企業は、一般事業主行動計画の策定・届出が免除される。

プラチナ
えるぼし

● 策定した一般事業主行動計画に基づく取組を実施し、当該行動計画に定めた目標を達成したこと。
● 男女雇用機会均等推進者、職業家庭両立推進者を選任していること。（※）
● プラチナえるぼしの管理職比率、労働時間等の５つの基準の全てを満たしていること（※）
● 女性活躍推進法に基づく情報公表項目（社内制度の概要を除く。）のうち、８項目以上を「女性の活躍推進企
業データベース」で公表していること。（※）

※実績を「女性の活躍推進企業データベース」に毎年公表することが必要

えるぼし
（３段階目）

● えるぼしの管理職比率、労働時間等の５つの基準の全てを満たし、その実績を「女性の活躍推進企業データベー
ス」に毎年公表していること。

えるぼし
（２段階目）

● えるぼしの管理職比率、労働時間等の５つの基準のうち３つ又は４つの基準を満たし、その実績を「女性の活躍
推進企業データベース」に毎年公表していること。

● 満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた取組の中から当該基準に関連するものを実施
し、その取組の実施状況について「女性の活躍推進企業データベース」に公表するとともに、２年以上連続してそ
の実績が改善していること。

えるぼし
（１段階目）

● えるぼしの管理職比率、労働時間等の５つの基準のうち１つ又は２つの基準を満たし、その実績を「女性の活躍
推進企業データベース」に毎年公表していること。

● 満たさない基準については、事業主行動計画策定指針に定められた取組の中から当該基準に関連するものを実施
し、その取組の実施状況について「女性の活躍推進企業データベース」に公表するとともに、２年以上連続してそ
の実績が改善していること。
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女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準①

評価項目 えるぼし プラチナえるぼし

１.採用 ① 男女別の採用における競争倍率（応募者数／採用者数）が同程度であ
ること。（直近３事業年度の平均した「採用における女性の競争倍率
×0.8」 が、直近３事業年度の平均した「採用における男性の競争倍
率」よりも雇用管理区分ごとにそれぞれ低いこと。）

又は

② 直近の事業年度において、次の(i)と(ii)の両方に該当すること。
(i) 正社員に占める女性労働者の割合が産業ごとの平均値（平均値が４
割を超える場合は４割）以上であること。

(ii) 正社員の基幹的な雇用管理区分における女性労働者の割合が産業ご
との平均値（平均値が４割を超える場合は４割）以上であること

(※) 正社員に雇用管理区分を設定していない場合は(i)のみで可。

同左

２. 継続就業 〇 直近の事業年度において、次の(i)と(ii)どちらかに該当すること。
(i) 「女性労働者の平均継続勤務年数」÷「男性労働者の平均継続勤務

年数」が雇用管理区分ごとにそれぞれ７割以上であること。
(※) 期間の定めのない労働契約を締結している労働者に限る。

(ii) 「女性労働者の継続雇用割合」÷「男性労働者の継続雇用割合」が
雇用管理区分ごとにそれぞれ８割以上であること。
(※) 継続雇用割合は、10事業年度前及びその前後の事業年度に採用さ

れた労働者(新規学卒者等に限る。)のうち継続して雇用されている者
の割合

〇 上記を算出することができない場合は、以下でも可。

・ 直近の事業年度において、正社員の女性労働者の平均継続勤務年数
が産業ごとの平均値以上であること。

〇 左に掲げる基準のうち、
・ (i)について、８割以上
・ (ii) について、９割以上
であること。(その他の基準は同左）

３.労働時間
等の働き方

〇 雇用管理区分ごとの労働者の法定時間外労働及び法定休日労働時間の
合計時間数の平均が、直近の事業年度の各月ごとに全て45時間未満で
あること。

同左

※ えるぼしの基準のうち下線部は、 改正により新たに追加されたもの。
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評価項目 えるぼし プラチナえるぼし

４.管理職比率 ① 直近の事業年度において、管理職に占める女
性労働者の割合が産業ごとの平均値以上であ
ること。

又は

② 「直近３事業年度の平均した１つ下位の職階
から課長級に昇進した女性労働者の割合」÷
「直近３事業年度の平均した１つ下位の職階
から課長級に昇進した男性労働者の割合」が
８割以上であること。

〇 直近の事業年度において、管理職に占める女性労働者の
割合が産業ごとの平均値の1.5倍以上であること。

ただし、1.5倍後の数字が、

① 15％以下の場合は、管理職に占める女性労働者の割合
が15％以上であること。
(※) 「直近３事業年度の平均した１つ下位の職階から課長級に昇

進した女性労働者の割合」が「直近３事業年度の平均した１つ
下位の職階から課長級に昇進した男性労働者の割合」以上であ
る場合は、産業計の平均値以上で可。

② 40％以上の場合は、管理職に占める女性労働者の割合
が正社員に占める女性比率の８割以上であること。
(※) 正社員に占める女性比率の８割が40％以下の場合は、40％以上

５.多様なキャ
リアコース

〇 直近の３事業年度に､大企業については２項
目以上（非正社員がいる場合は必ずAを含むこ
と）、中小企業については１項目以上の実績
を有すること。
A 女性の非正社員から正社員への転換
B 女性労働者のキャリアアップに資する雇用管理区分
間の転換
C 過去に在籍した女性の正社員としての再雇用
D おおむね30歳以上の女性の正社員としての採用

同左

女性の職業生活における活躍の状況に関する実績に係る基準②

＜その他＞
・ 雇用管理区分ごとのその雇用する労働者の男女の賃金の差異の状況について把握したこと（プラチナえるぼしのみ）。
・ えるぼし認定又はプラチナえるぼし認定を取り消され、又は辞退の申出を行い、その取消し又は辞退の日から３年を経過し
ていること（辞退の日前に、雇用環境・均等局長が定める基準に該当しないことにより、辞退の申出をした場合を除く。）。

・ 職業安定法施行令第１条で定める規定の違反に関し、法律に基づく処分、公表その他の措置が講じられていないこと。
・ 法又は法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実がないこと。

（注１）「平均値」は、雇用環境・均等局長が別に定める産業ごとの平均値。
（注２） 雇用管理区分ごとに算出する場合において、属する労働者数が全労働者数のおおむね1割程度に満たない雇用管理区分がある場合は､職務内容等に照らし、類似の雇用管理区分とまとめて算出して差し支えない
（雇用形態が異なる場合を除く。）。
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別添1－3

企業名 段階 所在地 認定年月

 1 オタフクソース株式会社 ★★ 広島市 平成28年7月

 2 西川ゴム工業株式会社 ★★★ 広島市 平成29年3月

 3 株式会社イズミ ★★★ 広島市 平成29年9月

 4 株式会社第一ビルサービス ★★★ 広島市 平成30年2月

 5 株式会社ドコモCS中国 ★★★ 広島市 平成31年3月

 6 株式会社ゆめカード ★★★ 広島市 平成31年4月

 7 社会福祉法人永照福祉会 ★★ 広島市 令和2年1月

 8 株式会社日立ソリューションズ西日本 ★★ 広島市 令和2年4月

 9 株式会社高陽ドルフィン ★★★ 広島市 令和2年7月

 10 株式会社日興ホーム ★★ 東広島市 令和2年11月

 11 リョービ株式会社 ★★★ 府中市 令和2年11月

 12 株式会社ワイテック ★★★ 安芸郡海田町 令和3年1月

 13 青山商事株式会社 ★★ 福山市 令和3年8月

 14 株式会社ソルコム ★★ 広島市 令和3年12月

 15 株式会社オオケン ★★ 広島市 令和4年3月

 16 株式会社キャリカレ ★★★ 広島市 令和5年1月

 17 丸善製薬株式会社 ★★★ 尾道市 令和5年6月

 18 株式会社中電工 ★★ 広島市 令和5年9月

 19 株式会社エフピコ ★★ 福山市 令和5年9月

 20 株式会社アイグラン ★★ 広島市 令和5年10月

 21 社会福祉法人正仁会 ★★ 広島市 令和6年6月

 22 株式会社ジェイアールサービスネット広島 ★★★ 広島市 令和6年7月

 23 特定非営利活動法人湯来観光地域づくり公社 ★★★ 広島市 令和6年8月

 24 株式会社エム・アール・ピー ★★ 広島市 令和6年8月

 25 株式会社あい設計 ★★★ 広島市 令和6年9月

 26 中国労働金庫 ★★★ 広島市 令和6年9月

 27 税理士法人堀江会計事務所 ★★ 呉市 令和6年10月

28 アヲハタ株式会社 ★★ 竹原市 令和7年2月

29 ミヨシ電子株式会社 ★★★ 三次市 令和7年3月

30 医療法人社団和風会 ★★★ 広島市 令和7年3月

31 株式会社やまみ ≪NEW!!≫ ★★★ 三原市 令和7年8月

女性活躍推進法に基づく「えるぼし」認定企業
（広島労働局管内　令和7年9月3日現在）



 

《くるみん認定企業の取組内容》 

株式会社豊国エンジニアリング（東広島市） 

業  種：金属製品製造業  

労働者数：８１人（男性：７１人  女性：１０人） 

計画期間：令和３年１月１日～令和６年３月３１日 

 

◆行動計画における目標◆ 

●目標 目標の変更日 令和５年１２月１４日 

１ 社員全員が所定外労働時間の月平均が２０時間以内になるよう維持する。 

   ２ 年次有給休暇の取得日数を一人当たり平均年間８日以上とする。 

 

◆主な取組内容◆ 

●対策１ 

・ 所定外労働の現状（部署平均及び個人毎）を把握。 

⇒実施時期：令和３年１月～  

・ 作業スケジュールを見直し、仕事が偏ることなく社員が協力し合って負担を軽減させ

る。 

⇒実施時期：令和３年３月～  

・残業削減のメールを社員へ送信し周知徹底する。 

⇒実施時期：令和６年１月～ 

●対策２ 

・ 年次有給休暇の取得状況について実態を把握。 

⇒実施時期：令和３年１月～～  

・ 有給休暇取得予定表の作成や取得状況のとりまとめなどによる取得推進の為の取組

の開始。 

⇒実施時期：令和３年８月～ 

 

計画期間における育児休業等の取得状況◆  

●男性：計画期間における育児休業等の取得     ２名（１００％） 

●女性：計画期間における育児休業等の取得 

（特例：計画期間開始前３年以内含む）   １名（１００％） 

 

別添２－１ 
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別添2-3 

2025/9/3現在

都道府県 企業名 所在地 認定年 認定回数 規模

96 広島 株式会社豊国エンジニアリング≪NEW!!≫ 東広島市 2025年 1 3: 100人以下

95 広島 株式会社合人社計画研究所≪NEW!!≫ 広島市 2025年 1 2: 101～300人

94 広島 東洋プラント株式会社≪NEW!!≫ 福山市 2025年 1 2: 101～300人

93 広島 ミヨシ電子株式会社≪NEW!!≫ 三次市 2025年 1 2: 101～300人

92 広島 ダイセル大竹産業株式会社≪NEW!!≫ 大竹市 2025年 1 2: 101～300人

91 広島 中外テクノス株式会社≪NEW!!≫ 広島市 2025年 1 1: 300人超

90 広島 株式会社万惣≪NEW!!≫ 広島市 2025年 1 1: 300人超

89 広島 山陽パッケージシステム株式会社 福山市 2025年 1 3: 100人以下

88 広島 株式会社大宝組 尾道市 2025年 1 3: 100人以下

87 広島 福山スチールセンター株式会社 福山市 2025年 1 1: 300人超

86 広島 株式会社こっこー 呉市 2025年 1 2: 101～300人

85 広島 社会福祉法人若葉 尾道市 2025年 1 2: 101～300人

84 広島 丸善製薬株式会社 尾道市 2024年 1 1: 300人超

83 広島 株式会社イズミテクノ 広島市 2024年 1 1: 300人超

82 広島 復建調査設計株式会社 広島市 2024年 1 1: 300人超

81 広島 株式会社フジ 広島市 2008年 1 1: 300人超

80 広島 株式会社中電工 広島市 2024年 1 1: 300人超

79 広島 広島信用金庫 広島市 2024年 1 1: 300人超

78 広島 中電技術コンサルタント株式会社 広島市 2024年 1 1: 300人超

77 広島 ヨシワ工業株式会社 安芸郡海田町 2024年 1 1: 300人超

76 広島 テラル株式会社 福山市 2024年 1 1: 300人超

75 広島 株式会社外林 福山市 2024年 1 2: 101～300人

74 広島 株式会社ワイザーリンケージ 福山市 2023年 1 3: 100人以下

73 広島 株式会社日本クライメイトシステムズ≪NEW!!≫ 東広島市 2023年・2025年 2 1: 300人超

72 広島 社会福祉法人アンダンテ 福山市 2023年 1 3: 100人以下

71 広島 豊国工業株式会社 東広島市 2023年 1 2: 101～300人

70 広島 株式会社中国新聞社 広島市 2023年 1 1: 300人超

69 広島 大宮工業株式会社 福山市 2023年 1 2: 101～300人

68 広島 株式会社サタケ 東広島市 2023年 1 1: 300人超

67 広島 株式会社プローバホールディングス 広島市 2023年 1 2: 101～300人

66 広島 広島ガス株式会社 広島市 2022年 1 1: 300人超

65 広島 ティーエスアルフレッサ株式会社 広島市 2022年 1 1: 300人超

64 広島 ダイキョーニシカワ株式会社 東広島市 2021年 1 1: 300人超

63 広島 青山商事株式会社 福山市 2021年 1 1: 300人超

62 広島 株式会社日本斎苑 広島市 2021年 1 3: 100人以下

61 広島 中国電力ネットワーク株式会社 広島市 2021年 1 1: 300人超

60 広島 中国電力株式会社 広島市 2021年 1 1: 300人超

59 広島 リョービ株式会社 府中市 2008年・2019年 2 1: 300人超

58 広島 社会医療法人里仁会 三原市 2013年 1 1: 300人超

57 広島 社会福祉法人優輝福祉会 三次市 2012年 1 1: 300人超

56 広島 ミリアグループ株式会社 広島市 2016年 1 3: 100人以下

55 広島 宮地ナショナル株式会社 尾道市 2013年 1 3: 100人以下

54 広島 マツダロジスティクス株式会社 広島市 2011年 1 1: 300人超

53 広島 マツダエース株式会社 安芸郡 2012年・2015年 2 1: 300人超

52 広島 株式会社マツダE&T 広島市 2009年・2012年 2 1: 300人超

51 広島 マツダ株式会社 安芸郡 2007年 1 1: 300人超

次世代育成支援対策推進法に基づく「くるみん」認定企業一覧（広島）



50 広島 ひろぎんITソリューションズ株式会社 広島市 2021年 1 1: 300人超

49 広島 ホシザキ中国株式会社 広島市 2016年 1 1: 300人超

48 広島 株式会社プレコ 広島市 2017年 1 3: 100人以下

47 広島 株式会社福屋 広島市 2007年 1 1: 300人超

46 広島 株式会社ヒロテック 広島市 2019年 1 1: 300人超

45 広島 株式会社ヒロタニ 東広島市 2015年 1 1: 300人超

44 広島 広島化成株式会社 福山市 2019年 1 1: 300人超

43 広島 公益財団法人広島平和文化センター 広島市 2014年 1 2: 101～300人

42 広島 広島テレビ放送株式会社 広島市 2014年 1 2: 101～300人

41 広島 国立大学法人広島大学 東広島市 2010年 1 1: 300人超

40 広島 広島スバル株式会社 広島市 2015年 1 2: 101～300人

39 広島 株式会社広島銀行 広島市 2007年・2009年・2011年・2015年・2021年 5 1: 300人超

38 広島 株式会社ピーエムシー企画 広島市 2014年 1 3: 100人以下

37 広島 株式会社原青果 広島市 2015年 1 3: 100人以下

36 広島 社会福祉法人白寿会 呉市 2015年 1 1: 300人超

35 広島 医療法人社団博愛会 東広島市 2013年 1 2: 101～300人

34 広島 日本ロードテック株式会社 広島市 2019年 1 3: 100人以下

33 広島 日本基準寝具株式会社 広島市 2022年 1 1: 300人超

32 広島 日東製網株式会社 福山市 2020年 1 1: 300人超

31 広島 有限会社トラスト調剤 広島市 2019年 1 3: 100人以下

30 広島 デルタ工業株式会社 安芸郡 2016年 1 1: 300人超

29 広島 デリカウイング株式会社 廿日市市 2009年 1 1: 300人超

28 広島 有限会社デイズ 府中市 2013年 1 2: 101～300人

27 広島 中国労働金庫≪NEW!!≫ 広島市 2020年・2023年・2025年 3 1: 300人超

26 広島 社会保険労務士法人たんぽぽ会 広島市 2015年 1 3: 100人以下

25 広島 株式会社タニシ企画印刷 広島市 2017年 1 3: 100人以下

24 広島 医療法人辰川会 福山市 2020年 1 1: 300人超

23 広島 総合運送有限会社 福山市 2009年 1 3: 100人以下

22 広島 医療法人社団せがわ会 山県郡 2014年 1 2: 101～300人

21 広島 株式会社誠和 尾道市 2014年 1 1: 300人超

20 広島 医療法人社団住吉医院 呉市 2016年 1 3: 100人以下

19 広島 新川電機株式会社 広島市 2014年 1 1: 300人超

18 広島 医療法人社団樹章会 東広島市 2018年 1 2: 101～300人

17 広島 社会福祉法人慈照会 三次市 2014年 1 2: 101～300人

16 広島 株式会社サンキ 広島市 2010年・2017年 2 1: 300人超

15 広島 持続未来株式会社 広島市 2014年 1 1: 300人超

14 広島 医療法人社団恵愛会 広島市 2016年 1 2: 101～300人

13 広島 呉信用金庫 呉市 2016年 1 1: 300人超

12 広島 極東興和株式会社 広島市 2014年 1 1: 300人超

11 広島 社会福祉法人尾道さつき会 尾道市 2012年 1 1: 300人超

10 広島 オタフクホールディングス株式会社 広島市 2007年 1 3: 100人以下

9 広島 オタフクソース株式会社 広島市 2007年 1 1: 300人超

8 広島 医療法人社団大谷会 江田島市 2012年・2015年 2 2: 101～300人

7 広島 株式会社オーザック 福山市 2015年 1 3: 100人以下

6 広島 株式会社オオケン 広島市 2014年 1 1: 300人超

5 広島 株式会社エブリイ 福山市 2017年 1 1: 300人超

4 広島 株式会社エフピコ 福山市 2008年 1 1: 300人超

3 広島 株式会社ＮＴＴデータ中国 広島市 2014年 1 1: 300人超

2 広島 株式会社イズミ 広島市 2017年 1 1: 300人超



1 広島 アヲハタ株式会社 竹原市 2008年・2011年・2016年・2021年 4 1: 300人超




